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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
　平成23年１月21日に開催されたＴＯＫＡＩ及びビック東海の臨時株主総会において、株式移転計画が承認されたこと等に伴

い、平成23年１月６日に提出いたしました有価証券届出書の記載内容の一部に訂正すべき事項が生じましたので、当該箇所を

訂正するため、また、両社の臨時株主総会議事録の写しを添付書類として追加するため、有価証券届出書の訂正届出書を提出す

るものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　証券情報

第１　募集要項

１　新規発行株式

第二部　組織再編成（公開買付け）に関する情報

第１　組織再編成（公開買付け）の概要

１　組織再編成の目的等

２．提出会社の企業集団の概要及び当該企業集団における組織再編成対象会社と提出会社の企業集団との関係

(1）提出会社の企業集団の概要

②　提出会社の企業集団の概要

３　組織再編成に係る契約

１．株式移転計画の内容の概要

７　組織再編成に関する手続

２．株主総会等の組織再編成に係る手続の方法及び日程

第三部　企業情報

第１　企業の概況

２　沿革

第五部　組織再編成対象会社情報

第１　継続開示会社たる組織再編成対象会社に関する事項

(1）組織再編成対象会社が提出した書類

③　臨時報告書

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しています。
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

　　（訂正前）

種類 発行数 内容

普通株式
155,222,767株
（注）１、２、３

完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権そ
の他の権利内容に何ら限定のない、当社における標準と
なる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありま
せん。普通株式は振替株式です。また、単元株式数は100株
であります。

　（注）１　ＴＯＫＡＩの発行済株式総数75,750,394株（平成22年９月末時点）及びビック東海の発行済株式総数39,682,800株

（平成22年９月末時点）に基づいて記載しており、実際に共同持株会社たる株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス

（以下「当社」といいます。）が交付する新株式数は変動することがあります。

２　普通株式は、平成22年11月18日に開催されたＴＯＫＡＩ及びビック東海両社の取締役会の決議（株式移転計画の承

認）及び平成22年12月17日に開催されたＴＯＫＡＩ及びビック東海両社の取締役会の決議（株式移転計画の一部

変更）、並びに平成23年１月21日に開催予定のＴＯＫＡＩ及びビック東海両社の臨時株主総会の特別決議（株式移

転計画の承認）に基づき行う株式移転（以下「本株式移転」といいます。）に伴い発行する予定です。

（後略）

 

　　（訂正後）

種類 発行数 内容

普通株式
155,222,767株
（注）１、２、３

完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権そ
の他の権利内容に何ら限定のない、当社における標準と
なる株式です。なお、当社は種類株式発行会社ではありま
せん。普通株式は振替株式です。また、単元株式数は100株
であります。

　（注）１　ＴＯＫＡＩの発行済株式総数75,750,394株（平成22年９月末時点）及びビック東海の発行済株式総数39,682,800株

（平成22年９月末時点）に基づいて記載しており、実際に共同持株会社たる株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス

（以下「当社」といいます。）が交付する新株式数は変動することがあります。

２　普通株式は、平成22年11月18日に開催されたＴＯＫＡＩ及びビック東海両社の取締役会の決議（株式移転計画の承

認）及び平成22年12月17日に開催されたＴＯＫＡＩ及びビック東海両社の取締役会の決議（株式移転計画の一部

変更）、並びに平成23年１月21日に開催されたＴＯＫＡＩ及びビック東海両社の臨時株主総会の特別決議（株式移

転計画の承認）に基づき行う株式移転（以下「本株式移転」といいます。）に伴い発行する予定です。

（後略）
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第二部【組織再編成（公開買付け）に関する情報】
 

第１【組織再編成（公開買付け）の概要】
 

１【組織再編成の目的等】

２．提出会社の企業集団の概要及び当該企業集団における組織再編成対象会社と提出会社の企業集団との関係

(1）提出会社の企業集団の概要

②　提出会社の企業集団の概要

（訂正前）

　当社とＴＯＫＡＩ及びビック東海の状況は以下のとおりです。

　ＴＯＫＡＩ及びビック東海は、両社の臨時株主総会による承認を前提として、平成23年４月１日（予定）を期して、

株式移転により株式移転設立完全親会社たる当社を設立することについて合意しております。

（後略）

 

（訂正後）

　当社とＴＯＫＡＩ及びビック東海の状況は以下のとおりです。

　ＴＯＫＡＩ及びビック東海は、平成23年４月１日（予定）を期して、株式移転により株式移転設立完全親会社たる当

社を設立することについて合意しております。

（後略）

 

３【組織再編成に係る契約】

１．株式移転計画の内容の概要

（訂正前）

　ＴＯＫＡＩ及びビック東海は、両社臨時株主総会による承認を前提として、平成23年４月１日（予定）に、当社を株式移

転設立完全親会社、ＴＯＫＡＩ及びビック東海を株式移転完全子会社とする本株式移転を行うことを内容とする株式移転

計画を平成22年11月18日開催の両社の取締役会において、株式移転計画を作成いたしました（以下、「本株式移転計画」

といいます。）。さらに、平成22年12月17日開催の両社の取締役会において、本株式移転計画の一部を変更する株式移転計

画書の変更計画書を決議いたしました。

　本株式移転計画に基づき、ＴＯＫＡＩの普通株式１株に対して当社の普通株式１株、ビック東海の普通株式１株に対して

当社の普通株式2.3株をそれぞれ割当て交付します。本移転計画においては、平成23年１月21日に開催されるＴＯＫＡＩ及

びビック東海両社の臨時株主総会において、本移転計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求めるものと

しております。その他、本株式移転計画においては、当社の商号、本店の所在地、役員、資本金及び準備金の額、剰余金の配当

等につき規定されております（詳細につきましては、後記「２．株式移転計画の内容」の記載をご参照下さい。）。

 

（訂正後）

　ＴＯＫＡＩ及びビック東海は、平成23年４月１日（予定）に、当社を株式移転設立完全親会社、ＴＯＫＡＩ及びビック東

海を株式移転完全子会社とする本株式移転を行うことを内容とする株式移転計画を平成22年11月18日開催の両社の取締

役会において、株式移転計画を作成いたしました（以下、「本株式移転計画」といいます。）。さらに、平成22年12月17日開

催の両社の取締役会において、本株式移転計画の一部を変更する株式移転計画書の変更計画書を決議いたしました。

　本株式移転計画に基づき、ＴＯＫＡＩの普通株式１株に対して当社の普通株式１株、ビック東海の普通株式１株に対して

当社の普通株式2.3株をそれぞれ割当て交付します。本移転計画においては、平成23年１月21日に開催されるＴＯＫＡＩ及

びビック東海両社の臨時株主総会において、本移転計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求めるものと

しております。その他、本株式移転計画においては、当社の商号、本店の所在地、役員、資本金及び準備金の額、剰余金の配当

等につき規定されております（詳細につきましては、後記「２．株式移転計画の内容」の記載をご参照下さい。）。
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７【組織再編成に関する手続】

２．株主総会等の組織再編成に係る手続の方法及び日程

　　（訂正前）

株式移転決議取締役会（両社）　　　　　平成22年11月18日（木）

株主総会基準日公告日（両社）　　　　　平成22年11月19日（金）

臨時株主総会基準日（両社）　　　　　　平成22年12月６日（月）

株式移転計画承認臨時株主総会（両社）　平成23年１月21日（金）（予定）

上場廃止日（両社）　　　　　　　　　　平成23年３月29日（火）（予定）

当社設立登記日（効力発生日）　　　　　平成23年４月１日（金）（予定）

当社株式上場日　　　　　　　　　　　　平成23年４月１日（金）（予定）

（後略）

 

　　（訂正後）

株式移転決議取締役会（両社）　　　　　平成22年11月18日（木）

株主総会基準日公告日（両社）　　　　　平成22年11月19日（金）

臨時株主総会基準日（両社）　　　　　　平成22年12月６日（月）

株式移転計画承認臨時株主総会（両社）　平成23年１月21日（金）

上場廃止日（両社）　　　　　　　　　　平成23年３月29日（火）（予定）

当社設立登記日（効力発生日）　　　　　平成23年４月１日（金）（予定）

当社株式上場日　　　　　　　　　　　　平成23年４月１日（金）（予定）

（後略）

 

第三部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

２【沿革】

　　（訂正前）

平成22年11月18日　ＴＯＫＡＩ及びビック東海は、臨時株主総会の承認を前提として、取締役会において承認のうえ、「株

式移転計画書」を作成

平成23年１月21日　ＴＯＫＡＩ及びビック東海の臨時株主総会において、両社が共同で株式移転の方法により当社を設立

し、両社がその完全子会社となることについて決議（予定）

平成23年４月１日　ＴＯＫＡＩ及びビック東海が株式移転の方法により当社を設立（予定）

当社の普通株式を東京証券取引所に上場（予定）

（後略）

 

　　（訂正後）

平成22年11月18日　ＴＯＫＡＩ及びビック東海は、臨時株主総会の承認を前提として、取締役会において承認のうえ、「株

式移転計画書」を作成

平成23年１月21日　ＴＯＫＡＩ及びビック東海の臨時株主総会において、両社が共同で株式移転の方法により当社を設立

し、両社がその完全子会社となることについて承認可決

平成23年４月１日　ＴＯＫＡＩ及びビック東海が株式移転の方法により当社を設立（予定）

当社の普通株式を東京証券取引所に上場（予定）

（後略）
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第五部【組織再編成対象会社情報】
 

第１【継続開示会社たる組織再編成対象会社に関する事項】
 

（１）【組織再編成対象会社が提出した書類】

③【臨時報告書】

　　（訂正前）

ＴＯＫＡＩ

　①の有価証券報告書の提出後、本届出書提出日（平成23年１月６日）までに、以下の臨時報告書を提出。

(a）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づき、臨時報告書を平成22年６月30日関東財務局長に提出。

(b）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３の規定に基

づき、臨時報告書を平成22年11月18日関東財務局長に提出。

(c）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づき、

臨時報告書を平成22年12月20日関東財務局長に提出。

 

ビック東海

　①の有価証券報告書の提出後、本届出書提出日（平成23年１月６日）までに、以下の臨時報告書を提出。

(a）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３の規定に基

づき、臨時報告書を平成22年11月18日東海財務局長に提出。

(b）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づき、

臨時報告書を平成22年11月29日東海財務局長に提出。

(c）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づき、

臨時報告書を平成22年12月20日東海財務局長に提出。

 

　　（訂正後）

ＴＯＫＡＩ

　①の有価証券報告書の提出後、本訂正届出書提出日（平成23年１月24日）までに、以下の臨時報告書を提出。

(a）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づき、臨時報告書を平成22年６月30日関東財務局長に提出。

(b）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３の規定に基

づき、臨時報告書を平成22年11月18日関東財務局長に提出。

(c）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づき、

臨時報告書を平成22年12月20日関東財務局長に提出。

(d）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づき、臨時報告書を平成23年１月24日関東財務局長に提出。

 

ビック東海

　①の有価証券報告書の提出後、本訂正届出書提出日（平成23年１月24日）までに、以下の臨時報告書を提出。

(a）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３の規定に基

づき、臨時報告書を平成22年11月18日東海財務局長に提出。

(b）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づき、

臨時報告書を平成22年11月29日東海財務局長に提出。

(c）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づき、

臨時報告書を平成22年12月20日東海財務局長に提出。

(d）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づき、臨時報告書を平成23年１月24日東海財務局長に提出。

EDINET提出書類

株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス(E25165)

訂正有価証券届出書（組織再編成・上場）

6/6


	表紙
	本文
	１有価証券届出書の訂正届出書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部証券情報
	第１募集要項


	１新規発行株式
	第二部組織再編成（公開買付け）に関する情報
	第１組織再編成（公開買付け）の概要


	１組織再編成の目的等
	３組織再編成に係る契約
	７組織再編成に関する手続
	第三部企業情報
	第１企業の概況


	２沿革
	第五部組織再編成対象会社情報
	第１継続開示会社たる組織再編成対象会社に関する事項
	（１）組織再編成対象会社が提出した書類
	③臨時報告書





